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本計画を着実に推進するために、次のことを重視し、PDCA サイクル（Plan：計

画 Do：実行 Check：評価 Action：改善）により、計画の推進及び進捗管理を

行います。 

 

１ 地域福祉に関わる多様な主体の役割分担と協働、連携 

○ 長野県における地域福祉の向上のためには、県や市町村の行政のみならず、住

民、地域、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間企業など社会を構成するすべての者

が、それぞれの役割と責任を自覚しこれを果たすとともに、相互に連携協力する

必要があります。複合化した困難を抱える家庭等に対しては、行政だけでなくあ

らゆる主体が総合的に連携し、支援するなどの配慮が必要です。 

○ このため、地域福祉に関する様々な情報を共有するとともに、意見交換等を通

じ、県民のニーズや単独の市町村では対応が困難な課題を把握し、地域福祉に係

る事業の改善・施策化に努めます。また、各団体との連携・協働を進めるコーデ

ィネーターの育成や、ネットワーク構築などの環境整備に努めます。 

 

２ 計画の推進体制 

 ○ この計画に位置づけた施策については、様々な機会を捉えて県民に周知を図る

とともに、県民の幅広い理解と協力を得て着実に推進します。 

 ○ 計画の実効性を担保するため、部局横断した各施策の進捗状況や目標達成状況

について点検・評価を行います。 

○ 長野県社会福祉審議会地域福祉計画専門分科会等、有識者等で構成される会議

体において、地域共生社会の実現に向けた施策の推進を図ります。 

  

３ 計画の見直し 

○ 計画の実行過程で、長野県の地域福祉を取り巻く情勢に、策定時の想定を大き

く超えた変化が生じることも考えられます。この場合にあっては、計画期間中に

おいても、必要に応じて計画の見直しを行います。 

  

第１節 計画の推進体制 
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１ 長野県社会福祉審議会 

年月日 会議名等 

令和４年２月 17 日 令和３年度長野県社会福祉審議会 

令和５年２月 ６日 令和４年度長野県社会福祉審議会 

 

２ 地域福祉計画専門分科会 

年月日 会議名等 

令和４年 7月 27日 第 1 回地域福祉計画専門分科会 

令和４年 11 月９日 第 2 回地域福祉計画専門分科会 

令和５年1月１3日 第 3 回地域福祉計画専門分科会 

    

３ 地域福祉計画専門分科会委員 

任期：R4.7.27～R5.3.31（五十音順、敬称略） 

氏名 役職等 

伊藤 由紀子
イトウ ユキコ

 ＮＰＯ法人ワーカーズコープ 北陸信越事業本部 顧問 

亀井 智泉
カメイ チセン

 長野県医療的ケア児等支援センター 副センター長 

小池 邦子
コイケ クニコ

 社会福祉法人花工房福祉会 理事長 

佐藤 もも子
サトウ モモコ

 
社会福祉法人東御市社会福祉協議会 相談支援係係長 

東御市生活就労支援センター主任相談支援員 

澤柳 八千江
サワヤナギ ヤチエ

 飯田市 福祉課課長補佐兼重層的支援係長 

戸田 千登美
トダ チトミ

 
公益財団法人長野県長寿社会開発センター 

主任シニア活動推進コーディネーター 

永野 光昭
ナガノ ミツアキ

 飯綱町 保健福祉課長 

長峰 夏樹
ナガミネ ナツキ

 
社会福祉法人長野県社会福祉協議会 

まちづくりボランティアセンター所長 

堀田 直揮
ホリタ ナオキ

 公益社団法人青年海外協力協会 事務局長 

横山 久美
ヨコヤマ クミ

 ＮＰＯ法人ジョイフル 理事長 

第２節 計画の検討経過 
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○ 社会福祉法（抜粋） 

 

（福祉サービスの基本的理念） 

第三条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービ

スの利用者が心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるように支援するものとして、良質かつ適切なも

のでなければならない。 

 

（地域福祉の推進） 

第四条 地域福祉の推進は、地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら、

参加し、共生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活

動を行う者（以下「地域住民等」という。）は、相互に協力し、福祉サービスを

必要とする地域住民が地域社会を構成する一員として日常生活を営み、社会、

経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されるように、地

域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は、地域福祉の推進に当たつては、福祉サービスを必要とする地

域住民及びその世帯が抱える福祉、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支

援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪

化の防止をいう。）、保健医療、住まい、就労及び教育に関する課題、福祉サー

ビスを必要とする地域住民の地域社会からの孤立その他の福祉サービスを必要

とする地域住民が日常生活を営み、あらゆる分野の活動に参加する機会が確保

される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し、地域生活

課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との

連携等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 

 

（福祉サービスの提供の原則） 

第五条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は、その提供する多様な福祉サ

ービスについて、利用者の意向を十分に尊重し、地域福祉の推進に係る取組を

行う他の地域住民等との連携を図り、かつ、保健医療サービスその他の関連す

るサービスとの有機的な連携を図るよう創意工夫を行いつつ、これを総合的に

提供することができるようにその事業の実施に努めなければならない。 

 

（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 

第六条 国及び地方公共団体は、社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力

して、社会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう、福

祉サービスを提供する体制の確保に関する施策、福祉サービスの適切な利用の

推進に関する施策その他の必要な各般の措置を講じなければならない。 

第３節 関連法令 
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２ 国及び地方公共団体は、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供さ

れる体制の整備その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう

努めるとともに、当該措置の推進に当たつては、保健医療、労働、教育、住ま

い及び地域再生に関する施策その他の関連施策との連携に配慮するよう努めな

ければならない。 

３ 国及び都道府県は、市町村（特別区を含む。以下同じ。）において第百六条の

四第二項に規定する重層的支援体制整備事業その他地域生活課題の解決に資す

る支援が包括的に提供される体制の整備が適正かつ円滑に行われるよう、必要

な助言、情報の提供その他の援助を行わなければならない。 

 

（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務） 

第百六条の二 社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち、次に掲げる事業

を行うもの（市町村の委託を受けてこれらの事業を行う者を含む。）は、当該事

業を行うに当たり自らがその解決に資する支援を行うことが困難な地域生活課

題を把握したときは、当該地域生活課題を抱える地域住民の心身の状況、その

置かれている環境その他の事情を勘案し、支援関係機関による支援の必要性を

検討するよう努めるとともに、必要があると認めるときは、支援関係機関に対

し、当該地域生活課題の解決に資する支援を求めるよう努めなければならな

い。 

一 児童福祉法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠点事業又は同法第

十条の二に規定する拠点において同条に規定する支援を行う事業 

二 母子保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第二十二条第二項に規定する母

子健康包括支援センターを経営する事業 

三 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号に掲げる事業 

四 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第

一項第三号に掲げる事業 

五 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条第一号に

掲げる事業 

 

（包括的な支援体制の整備） 

第百六条の三 市町村は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじ

めとする地域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措

置を通じ、地域住民等及び支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互

の協力が円滑に行われ、地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供され

る体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支

援、地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民等に対

する研修の実施その他の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の

整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言を行い、必要に応じて、支援関係機関に対し、協力
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を求めることができる体制の整備に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業

を行う者その他の支援関係機関が、地域生活課題を解決するために、相互の有

機的な連携の下、その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備

に関する施策 

２ 厚生労働大臣は、次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめと

する前項各号に掲げる施策に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要

な指針を公表するものとする。 

 

（重層的支援体制整備事業） 

第百六条の四 市町村は、地域生活課題の解決に資する包括的な支援体制を整備

するため、前条第一項各号に掲げる施策として、厚生労働省令で定めるところ

により、重層的支援体制整備事業を行うことができる。 

２ 前項の「重層的支援体制整備事業」とは、次に掲げるこの法律に基づく事業

及び他の法律に基づく事業を一体のものとして実施することにより、地域生活

課題を抱える地域住民及びその世帯に対する支援体制並びに地域住民等による

地域福祉の推進のために必要な環境を一体的かつ重層的に整備する事業をい

う。 

一 地域生活課題を抱える地域住民及びその家族その他の関係者からの相談に包

括的に応じ、利用可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言、支援関係

機関との連絡調整並びに高齢者、障害者等に対する虐待の防止及びその早期発

見のための援助その他厚生労働省令で定める便宜の提供を行うため、次に掲げ

る全ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号から第三号までに掲げる事業 

ロ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第

一項第三号に掲げる事業 

ハ 子ども・子育て支援法第五十九条第一号に掲げる事業 

ニ 生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業 

二 地域生活課題を抱える地域住民であつて、社会生活を円滑に営む上での困難

を有するものに対し、支援関係機関と民間団体との連携による支援体制の下、

活動の機会の提供、訪問による必要な情報の提供及び助言その他の社会参加の

ために必要な便宜の提供として厚生労働省令で定めるものを行う事業 

三 地域住民が地域において自立した日常生活を営み、地域社会に参加する機会

を確保するための支援並びに地域生活課題の発生の防止又は解決に係る体制の

整備及び地域住民相互の交流を行う拠点の開設その他厚生労働省令で定める援

助を行うため、次に掲げる全ての事業を一体的に行う事業 

イ 介護保険法第百十五条の四十五第一項第二号に掲げる事業のうち厚生労働大

臣が定めるもの 

ロ 介護保険法第百十五条の四十五第二項第五号に掲げる事業 

ハ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第

一項第九号に掲げる事業 
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ニ 子ども・子育て支援法第五十九条第九号に掲げる事業 

四 地域社会からの孤立が長期にわたる者その他の継続的な支援を必要とする地

域住民及びその世帯に対し、訪問により状況を把握した上で相談に応じ、利用

可能な福祉サービスに関する情報の提供及び助言その他の厚生労働省令で定め

る便宜の提供を包括的かつ継続的に行う事業 

五 複数の支援関係機関相互間の連携による支援を必要とする地域住民及びその

世帯に対し、複数の支援関係機関が、当該地域住民及びその世帯が抱える地域

生活課題を解決するために、相互の有機的な連携の下、その解決に資する支援

を一体的かつ計画的に行う体制を整備する事業 

六 前号に掲げる事業による支援が必要であると市町村が認める地域住民に対

し、当該地域住民に対する支援の種類及び内容その他の厚生労働省令で定める

事項を記載した計画の作成その他の包括的かつ計画的な支援として厚生労働省

令で定めるものを行う事業 

３ 市町村は、重層的支援体制整備事業（前項に規定する重層的支援体制整備事

業をいう。以下同じ。）を実施するに当たつては、母子保健法第二十二条第二項

に規定する母子健康包括支援センター、介護保険法第百十五条の四十六第一項

に規定する地域包括支援センター、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律第七十七条の二第一項に規定する基幹相談支援センター、

生活困窮者自立支援法第三条第二項各号に掲げる事業を行う者その他の支援関

係機関相互間の緊密な連携が図られるよう努めるものとする。 

４ 市町村は、第二項各号に掲げる事業の一体的な実施が確保されるよう必要な

措置を講じた上で、重層的支援体制整備事業の事務の全部又は一部を当該市町

村以外の厚生労働省令で定める者に委託することができる。 

５ 前項の規定による委託を受けた者若しくはその役員若しくは職員又はこれら

の者であつた者は、正当な理由がないのに、その委託を受けた事務に関して知

り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（重層的支援体制整備事業実施計画） 

第百六条の五 市町村は、重層的支援体制整備事業を実施するときは、第百六条

の三第二項の指針に則して、重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施

するため、重層的支援体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省

令で定める事項を定める計画（以下この条において「重層的支援体制整備事業

実施計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 

２ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更する

ときは、地域住民、支援関係機関その他の関係者の意見を適切に反映するよう

努めるものとする。 

３ 重層的支援体制整備事業実施計画は、第百七条第一項に規定する市町村地域

福祉計画、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業計画、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十八条第一

項に規定する市町村障害福祉計画、子ども・子育て支援法第六十一条第一項に

規定する市町村子ども・子育て支援事業計画その他の法律の規定による計画で
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あつて地域福祉の推進に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなけ

ればならない。 

４ 市町村は、重層的支援体制整備事業実施計画を策定し、又はこれを変更した

ときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

５ 前各項に定めるもののほか、重層的支援体制整備事業実施計画の策定及び変

更に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。 

 

（支援会議） 

第百六条の六 市町村は、支援関係機関、第百六条の四第四項の規定による委託

を受けた者、地域生活課題を抱える地域住民に対する支援に従事する者その他

の関係者（第三項及び第四項において「支援関係機関等」という。）により構成

される会議（以下この条において「支援会議」という。）を組織することができ

る。 

２ 支援会議は、重層的支援体制整備事業の円滑な実施を図るために必要な情報

の交換を行うとともに、地域住民が地域において日常生活及び社会生活を営む

のに必要な支援体制に関する検討を行うものとする。 

３ 支援会議は、前項に規定する情報の交換及び検討を行うために必要があると

認めるときは、支援関係機関等に対し、地域生活課題を抱える地域住民及びそ

の世帯に関する資料又は情報の提供、意見の開陳その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

４ 支援関係機関等は、前項の規定による求めがあつた場合には、これに協力す

るよう努めるものとする。 

５ 支援会議の事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がないの

に、支援会議の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、支援会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

支援会議が定める。 

 

（市町村地域福祉計画） 

第百七条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体

的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努める

ものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する

事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、又は変更しようとするときは、あ

らかじめ、地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公

表するよう努めるものとする。 
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３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査、分

析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町

村地域福祉計画を変更するものとする。 

 

（都道府県地域福祉支援計画） 

第百八条 都道府県は、市町村地域福祉計画の達成に資するために、各市町村を

通ずる広域的な見地から、市町村の地域福祉の支援に関する事項として次に掲

げる事項を一体的に定める計画（以下「都道府県地域福祉支援計画」という。）

を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関

し、共通して取り組むべき事項 

二 市町村の地域福祉の推進を支援するための基本的方針に関する事項 

三 社会福祉を目的とする事業に従事する者の確保又は資質の向上に関する事項 

四 福祉サービスの適切な利用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全な発

達のための基盤整備に関する事項 

五 市町村による地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の

整備の実施の支援に関する事項 

２ 都道府県は、都道府県地域福祉支援計画を策定し、又は変更しようとすると

きは、あらかじめ、公聴会の開催等住民その他の者の意見を反映させるよう努

めるとともに、その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 都道府県は、定期的に、その策定した都道府県地域福祉支援計画について、

調査、分析及び評価を行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、

当該都道府県地域福祉支援計画を変更するものとする。 


